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1序
不完全情報下でのプリンシパル ・エージェ ン ト
問題 についての従来の分析 の多 くは,エ ー ジェ ン
トの隠れた努力 と成果 との問に,あ る単一の確率
測度が与 え られ る確率 的関係が ある とい う認識
を,プ リンシパルとエー ジェ ントが共有 している
ことを前提 にしていた。 また,そ の確率的関係 に
ついて単調尤度比の仮定が置かれる場合 は,エ ー
ジェン トの努力がプリンシパルに観察不能 な場合
であっても,成 果の良否 に正相関 した報酬支払契
約 による次善均衡が導 き出されることも周知の事
実である。
しか し,エ ージェ ン ト(た とえば勤労者)と プ
リンシパ ル(た とえば雇用者1企 業)が 直 面す る
問題が,職 場 に於ける技能蓄積過程の ような長期
にわたるプロジェク トである場合,エ ージェ ン ト
が 自らの努力 と将来の成果 との間の確率的関係 に
単一の確率的関係 に基づ く確信 を抱 くのは困難で
あろ う。特 に今 日の 日本の ように,労 働市場 の流
動化が進 みつつある状況下で は,「 この企業で努
力すれば将来報われ る確率 も高 くなる」 とい うよ
うな単調尤度比に対する確 信 も揺 らぐであろう。
本論説は,こ のように経済主体が,確 率変数の
したが う確率分布 その ものに確信 が抱 けない(確
率変数が したがう確率分布を単一の分布に絞 り込め
ない)と い う類 の不確実性(い わゆるナイ ト流の不
確実性)に 直面 してい る場合 に,標 準 的 なエ ー
ジェ ンシー問題 におけるイ ンセ ンティヴ契約が ど
の ように変化す るかを分析 した ものである。
通常,エ ージェン トの努力水準が私的情報であ
る場合,エ ージェン トのモラルハザー ドを防止す
るた めの 次善 の イ ンセ ンテ ィヴ契約 は,観 察可 能
な 成 果 の 多 寡 に 応 じ た も の と な る(Holmstrom
(1979),GrossrnanandHart(1983)な ど)。 しか
し,エ ー ジェ ン ト側 が ナ イ ト流 不確 実性 に直 面 し
てい る場 合,下 方 に硬直 的 な報 酬 支払 契約 が 次善
契約 と して導 き出 され うる。
1.1ナ イ ト流不確 実性 とリスク
経済主体がある確率変数の分布 に確信 を抱 けな




例 えばエージェ ン トの努力の成果 を客観的に評
価することが不可能で,プ リンシパ ル ・エー ジェ
ン ト双方 の主観 に依 らざるを得 ない場合 には,
エー ジェン トの努力 と結果 として得 られる報酬 と
の間に単純 な相 関関係が成 立 しない。 この よ う
に,エ ージェン トの達成 した成果の評価が主観的
にな らざるを得 ないケースにまでエージェンシー
問題 を拡張 した研 究 としてMacLeodandMa1-
comson(1989)やMacLeod(2003)が あ る が,
これ らの研究で行なわれている分析は,い ずれ も
努力 と報酬 との間の確率的関係に,主 観的評価の
撹 乱が更 に加 わる方 向での不確 実性 の拡大 であ
り,最 終的には経済主体の行動 は,単 一の確率分
布 に基づ く期待効用最大化に帰着する。
この ように,恰 も経済主体が単一の確率分布 に
基づ く期待効用関数 を最大化 しているようにみな
した経 済 主体 の行動 分析 は,Savage(1954)に
よってその ような期待効用の大小関係 に一対一で
一46
経済貿易研究 研究 所年 報No.30
引 きなお す こ との で きる選 好 関係 が満 たすべ き公
理 が与 え られて以 来,広 範 に な され て きた もの で
あ る。 これ らの分 析 に於 い て は,不 確 実性 の大 小
は確 率 分 布 の比 較(例 え ば分 散 の比較(Rothchild
andStiglitz(1971)))の 問題,ひ い て は リス クの
大小 とい う問 題 に帰着 す る。
しか しなが らSavageの 公理 化 につ い て は,比
較 的早 い時期 か らそ の限界 も指摘 され て きた。 た
とえ ばEllsbergの 逆 説1と 呼 ば れ る ものが そ の例
で,き わめ て 自然 な選 好順 序 で,単 一 の確 率 分布
に基づ く期待 効 用 の大小 関係 と して は記述 不 可 能
な選好 順 序 の存在 が 明 らか に され て い る。
EIlsbergの 逆 説 の よ う な 問 題 は,基 本 的 に は
通 常 の加 法 的 確 率 測 度 の 限 定 的 な 性 質 に起 因 す
る。 す な わ ち,通 常 の 加 法 的 確 率 測 度Pに つ い
て は,事 象AとBが 排 反 事 象 で あ る場 合,そ れ
ぞ れ の 確 率P(淘 とP(B)の 和 は 事 象(AU
B)の 確 率 に一・致 す る。 と こ ろ が,「Aま た はB
で あ る」 とい う粗 い(大 雑把 な)情 報 に 関 す る確
信 は強 く得 られ て も,「Aで あ る」 「Bで あ る」 と
い う細 か い(精 度の高 い)情 報 を確 度 を以 っ て 断
言 す る こ とが 困 難 であ る,と い う こ とは 日常 往 々
に して生 じ うる。 この ような場 合 を も許容 す る よ
うな,加 法 的確 率 測 度 の性 質 を緩 めた 測 度 が(凸
の)非 加 法 的 測 度 で あ り,P(AuB)〉_P(A)+P
(B)-P(A∩B)と い う性 質 を もつ。
Gilboa(1987)とSchmeidler(1989)は,こ の
よ うな 非加 法 的確 率 測 度 に基 づ くChoquet積 分
で評価 され るよ うな期待 効 用(ChoquetExpected
Utility:CEU)で 表現 され る よ うな選好 関係 の 公理
化 を行 な っ た。 この 公 理 はEllsbergの 逆 説 に お
け る 自然 な選 好 順 序 を も網 羅 して い る。 また,
GilboaandSchmeidler(1989)はCEUを 特 殊
ケ ー ス と して含 む よ り一般 的 な表現 として,複 数
の確 率 分 布 か ら な る集 合 に よ るMaxminの 期 待
効 用(MaxminExpectedUtility:MMEU)に よる,
不 確 実性 回避 的 な経 済 主体 の 選好 関係 の公理 化 を
行 な った。
この公 理化 の基本 的 な考 え方 は,確 率 分布 を一
つ に絞 りきれ ない経 済 主体 は ,あ りとあ らゆ る確
率 分布 を想定 し,そ の うち,自 分 に とって最 悪 の
状 況を与えるような確率分布 によって慎重 に利得
を評価する,と い うものである。 この とき経済主
体が念頭 にお く確率分布の集合が,複 数の確率分
布か ら成 る場合 を,FrankKnight(1921)に ちな
んで 「ナイ ト流の不確実性がある」 と言 う。
この確率分布 の集合が大 きければ大 きいほ ど
(経済主体がより多 くの確率分布を想定するようにな
るほど)ナ イ ト流 の不確実性が大 きい,と い うこ
とになる。
す なわ ち,「 リスクの大小」の問題が,単 一 の
確率分布 と単一の確率分布の問の比較であるのに
対 し,ナ イ ト流の不確実性は,ど れだけ多 くの確
率分布 を念頭に置 くか(効 用の評価を行なう確率分
布を単…に絞 りきれない度合い)の 問題 で あるた
め,両 者 は全 く独 立の,異 なる概念である。
ナイ ト流不確実性 の,経 済学への応用 このナイ
ト流不確実性 に基づ く経済主体 の行動 を経済モデ
ルへ応用することによ り,従 来の単なるリスクの
高低 という意味での不確実性 に基づ く分析では必
ず しも合理的に説明 し得 なかったような現象が説
明 で きる よ うに な りつ つ あ る。た と えばDow
andWerlang(1992)は,投 資家のポー トフォリ
オ選択問題 に関 し,投 資家が不確実性回避的な場
合 には証券 を売るインセンティヴも買 うインセン
テ ィヴももたない ような証券価格の幅が生 じるこ
とを明 らかに している。つ ま り,不 確実性 回避の
要請か ら生 じる,投 資家の現状 固執的 な(Status
Quoを 好む)行 動の合理性が明 らか に される。 ま
た,こ のDowとWerlangの モ デ ル をLucasの
Treeモ デル と呼 ばれる資産価格付 けのモ デルに
応用 したEpsteinandWang(1994)は,ナ イ ト
流不確実性の もとでの均衡価格経路の不決定性 と
均衡解 としての複雑 な価格経路 を示 してい る。
また,ナ イ ト流不確実性 を職探 し(JobSearch)
理論に適用 した例 として,NishimuraandOzaki
(2001)が あ る。通常 の職探 し理 論の文脈 で は,
賃金オフ ァーの リスクの増大は,失 業給付 を受け
て職探 しを続行する(よ り高いオファーを待つ)と
いうオプションの価値を高めるため,職 探 しの長
期化 をもた らす。 しか し,NishimuraとOzakiに
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よれば,ナ イ ト流 の不確実性 の増大 は,逆 に,職
探 しの 機 会 費用 の増 大 につ なが り,目 前 の オ
フ ァーを受諾 して不確 実性 を解消することの価値




よる,ε一contaminationと 呼 ばれ る確 率分布 の集
合 を用いたナイ ト流不確実性 の定式化 をエージェ
ンシー問題へ応用することによって,ナ イ ト流不
確実性がエージェン トの側 にあるとした場合の イ
ンセ ンテ ィヴ契約の性質を分析 した ものである。
主要な結論は以下のとお りである。 まず,エ ー
ジェ ン トの努力水準 が観察可能な場合 の(完 全情
報の場合の)最 善契約の性質 を検討す る と,通 常
の リス クシェア リング契約 とは異 な り,リ スク回
避的なプ リンシパルが リスク中立的 なエー ジェ ン
トのナ イ ト流 不確 実性 を除去す るような,エ ー
ジェ ン トの所得変動 リスクを完全 にゼロにするよ
うな契約が最善契約 とな り得 る。エー ジェン トの
努力水準が私的情報の場合 の次 善契約 につ いて
は,報 酬は観察可能な成果に正相 関 した ものにな
るが,成 果の多寡 に対す る報酬の弾力性 は,ナ イ
ト流不確 実性の無い場合 に比べて低 くなる。
本論説の以下の構成 は次の通 りである。 まず第
2節 で,本 論説で用 いるナイ ト流不確 実性 の厳密
な定式化 を行 なった上で,第3節 でモデルの基本
的枠組み を示す。第4節 で最善契約 の,第5節 で
次善契約の性質を検討す る。第6節 ではエー ジェ
ン トの努力 の成果 が有 限の%個 に及ぶ 一般的 な
ケースを分析 し,第7節 で結論 を述べ る。
2ナ イ ト流 不 確 実 性 と ε一Contamination
合 か らなる代 数 とす る。
XもSも 非 空 で あ る とす る。ム で以 っ てsか
らYへ のす べ ての Σ可 測 関数 の集 合 とす る。
L。の 要 素 は,く じの行 動(ま た は賭 け)と 呼 ば
れ る。
GilboaandSchmeidler(1989)は,L。 の要 素f
とgに 関 す る選 好 順 序 が,以 下 のMaxmin期 待
効用 の大 小 関係 と して記 述 で きる場 合 の公 理 を明
らか に した。 す な わ ち,あ るア フ ィ ン関数%:y→
Rと Σ上 の有 限加 法 的確 率 測 度 の 凸 集合Cに つ
いて,
∫ ≧9げ
副 脚dP≧ 紺 〃(9(s))dPo(1)
不確 実 性 回避 的 な選好 順 序 は,結 局,当 該 経 済
主 体 が念 頭 に 置 く確 率 分 布 の 集 合Cに よ っ て特
徴付 け られ るこ とに な る。 これ を,あ る確 率 測 度
と,Σ 上 のあ りとあ らゆ る確 率 測 度 の 凸結 合 と な
る よ う な 確 率 測 度 の 集 合 に特 定 化 し た の が,
NishimuraandOzaki(XOO2)で 公 理 化 され た ε一
COntaminatiOnで あ る。
2.2ε 一contaminationに よ る 不 確 実 性 の 定 式
化
NishimuraandOzaki(2002)は,次 の よ うな
選好 順 序 の公理 化 を行 なっ た。
∫ ≧9げ
P碧}裂レ∫ 醐 跳)聞}∫%(ρ(軸 圃
2.1Maxmin期 待 効 用
Xを 有 限個の要素 か らな る賞品(生 産量,利 潤
など)の 集合 とし,}ZをX上 の確率 分布 の集 合
とす る。Sを 状 態 の集合 と し,Σ をSの 部 分 集
ただ し,
{μ}ε={(1一 ε)ｵ+εqlq∈ 酬}
((班 は Σ上のすべての有限加法 的確率測度の集合)。
(2)が 含 意す る ところ は以 下 の とお りで あ る。
つ ま り,経 済主体 は(1一 ε)*100パ ーセ ン トの 度
合 い だ け,状 態Sの 確 率 分 布 が μ で あ る と の確
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信 をもっているものの,ε の度合い,真 の確率分
布が何 であるかが全 くわか らず,そ の部分 につい
てはあ りとあ らゆる確率分布 を念頭 に置いて賭 け
f(S),9(S)の 価 値 を評価 す る。その際 は,f(S),9
(S>の それぞれについて,最 悪 の事態 を想 定 して
悲観 的に評価 を行 な うの であ る。 この εの値が
大 きければ大 きいほど,経 済主体はよ り大 きな不
確 実性 に直面 してい る,と い う。
3ナ イ ト流 不確 実 性 の 下 で の エ ー ジ ェン
シー問題
勤 労 者 の 成 果 がxとxhの いず れ か な の か は客
観 的 に評価 で き,そ の客 観性 につ いて は労 使双 方
共納 得 で きる もの とす る。
GとUを そ れぞ れ 企 業 と勤 労 者 の 所 得 につ い
て の効 用 関数 とす る。 企 業 は リス ク中立 的あ るい
は リス ク回避 的 であ り,勤 労 者 は リス ク 回避 的で
あ る(0'>0,G"≦Oandび>0,σ"〈0)。 勤労 者 の
努 力 の 供 給 に は,V(a)で 表 され る 不 効 用 が 伴
う。F(0)-o,v!>ov">0で あ る。 努 力aの 取
りうる値 の範 囲 は,区 間[0,1)で あ り,lim、-17(a)
=Q・ とす る。
本節で はエー ジェ ン ト(勤 労者)の 側 が,努 力
と成果 との間の確 率的な関係 についての単一の確
率分布に依拠 した期待効用最大化 を行ない,ナ イ
ト流不確 実性 に直面 してい る場合 に,標 準 的 な





企業が各勤労者 と個別 に賃金契約 を結ぶ状況を
考 える。勤労 者 は努 力aを 投入 して企 業で生産
活動を行い,そ の結果得 られた成果xの 中か ら,
勤労者が報酬 としてSを,企 業が(x-s)を 受 け
取 る。aが 観察可能かつ立証可能なので,企 業は
望 ましい努力水準aを 勤労者に強制で きる。
企業 と勤労 者が 直面 してい る状 態 空 間 は 肱1
の二つ の要素 か らな り,状 態hと1は そ れぞれ
確 率変 数た る成果xの 高 い値xhと 低 い値xの 生
起 に対応 す る。xが 生 起す る確 率 はp(a),κ 、が
生起 す る確 率 は1一 ρ(a)で あ る。 こ こでp(a)
は 勤 労 者 の 努 力 水 準aの 関 数 で あ り,p:
[0,1]→[o>1],ρ(0)=1p'〈0で,二 階微 分
が定義で きるもの とす る。つ ま り,勤 労者は努力
に よって悪い結果が出る確率 を下 げることができ
る。
3.2勤 労者の直面するナイ ト流不確実性
勤 労 者 と企 業 双 方 と も,状 態 空 間sが{1,届 で
あ る こ とに つ い て 同意 して い る。 またs状 態1,h
に対 応 して κ∫轟 が 生 起 し,そ れ らが 客 観 的 に検
証 可 能 とな るで あ ろ う こ とに つ いて も同 意 して い
る。 しか し,努 力aと1,hの 生 起 確 率 と の 関 係
につ い て は,企 業 が1,hが 生 じる確 率 が そ れ ぞ
れp(a),(1-p(a))で あ る と確 信 して い る の に対
し,勤 労者 の側 はそ の よ うな確 信 を(1一 ε)の度 合
い で しか 抱 け な い。勤 労 者 は 残 りの εの 度 合
い,(S,Σ)上 の あ りとあ らゆ る確 率 測 度 を念 頭 に
置 い た よ うな,確 率 測 度 の 束(ε 一contamination)
を用 い て 賃 金 契 約 の価 値 を評 価 す る(Σ はSの 部
分集合か らな る有限加 法族)。 勤 労 者 の εの値 を企
業 は知 って お り2,ε の値 も各 勤 労 者 間 で 共 通 と
す る。
○郵を(S,Σ)上 の有 限加 法確 率 測 度 の集 合 とす
る。∫を,「 賭 け」 で,状 態1が 生 起 した 場 合 に
確 率1でU(Sr)-V(a)に 賭 け,状 態 乃が 生 起 し
た 場 合 に確 率1でU(Sh/-V(a)に 賭 け る,と い
う もの とす る。確 率 測 度 μ(α)を,1,hの そ れ ぞ
れ に 確 率 ρ(a),(1-p(a))を 付 与 す る も の と す
る。
確 率 測 度 の集 合{μ(a)}ε を以下 の よ うに 定 義 す
る。
{μ(α)}`={(1一 ε)μ(a)+εqlq∈c漁4
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単一の確率分布 に確信 を抱 いて依拠することが
で きず,こ のような確率分布の"束"に よって契約






と な る 。
4ナ イ ト流不確実性の下での最善契約
で,た とえば$hを 所 与 と した場 合,1が 起 きた場
合 の 賃 金51を 追 加 す る こ との 限 界 効 用 が,Sl<Si、
の状 態 か らSiを 追加 す る場 合 と,Stニs、の状 態 か ら
追加 す る場 合 とで,全 く異 な るの で ある。
Sl<&の 場 合 は,勤 労 者 に とっ て の 最 悪 の 事 態
は1が 生 じる こ とであ り,そ の状 態 か ら5を 少 々
追 加 す る事 は,最 悪 の 事 態 の 改 善 を意 味す るの
で,そ の 限 界 効 用 は 大 きい 。 しか し,∫≧s,,の 場
合,勤 労 者 に とっ て の 最 悪 の 事 態 はhが 生 起 す
る こ とに転 じるか ら,そ こか らSiを 改 善す るこ と
は最 悪 の事 態 の改 善 で は な く,限 界 効 用(3)は 小
さ くな る。
そ こで,SrとShの 問の 限界 代 替 率 が,sF∫ 、を境
に異 な る。
4.1最 善契 約
ここでは,勤 労者 の側 にナイ ト流不確実性があ
るものの,努 力水 準 αが 観察かつ 立証可能 な場
合 の,最 善契約 を確認す る。一つのパ レー ト最適






















ただ し,星 はこの勤労者がこの企業 と契約 を結 ば
ない場合 に他か ら得ることので きる効用 を表す。
制約条件(5)は,勤 労者が この企業 と契約 に参加
す る こ とが 合理 的 とな るた め の条件(lndividual
Rationality制約:IR制 約)で あ る。
(3)に お け るminの 存 在 に よっ て,こ のIR制
約(5)はSI=Shに おいて微分不可能 となる。す なわ
ち,不 確実性 回避 的な勤労者 は,ε の度合いで確
率分布 に確信が もてない部分については,自 分に
とって最悪の事態 をもた らす事象が確率1で 起 こ
るような,自 分 にとって最悪の状態 を もた らす確
率分布 を念頭 において利得 を慎 重 に評価 す るの
特 に企 業 が リス ク中立 的で あ る場 合 は,








この 場 合,あ る 努 力 水 準aを 所 与 と した場 合
に$1-Shな る契約 が パ レー ト最 適 とな る。
Sr<Shで あ る限 り,(9>の 右 側 の 不 等 号 が 成 立 す
る。 こ れ は,Knight流 不 確 実 性 に 直 面 す る 勤 労
者 が,Szの 上 昇(す なわ ち最悪の状況の緩和)に 大
きな 限界便 益 を感 じるため に,勤 労 者 がS1の 上 昇
と引 き換 え に企 業 が 要 求 す る 以 上 のShの 下 落 に
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応 じる事 を示 す 。 したが っ てSr〈Shで あ る限 り,Sl
の 上 昇 が パ レー ト改 善 と な る。一 方,$1>Shの 範
囲 で は,(9)の 右 側 の 不 等 号 が 成 立 す る。Si<s、で
あ るの で,勤 労 者 に と っ て最 悪 の 状 況 は 乃が 生
起 す る こ とで あ る。 したが って,$1を 限 界 的 に追
加 して も,そ れ は最 悪 の状 況 の緩 和 で は な く,勤
労 者 に とって の 限 界便 益 は低 い 。 こ れ は反 面,Sl
が 限界 的 に減 少す る こ との機 会損 失 が低 く,そ の
補 償 と して勤 労 者 が 要 求 す る ε、の 追 加 額 が,企
業 が5tの 負担 を免 れ る代 わ りに追 加 して も よい と
思 って い る$hの 増 額 よ りも少 な くて 済 む,と い
うこ と を意 味 して い る。 よっ て,Srの 低 下 とShの
増 額 が パ レー ト改 善 となる。
4.2Knight流 不確 実 性 と リス ク シ ェア リン グ
以上,企 業(プ リンシパル)が リス ク中立 的で
ある場合 の最 善契約がSi=Shと な ることを確認 し
たが,こ の結果だけを見る限 り,通 常の プリンシ
パ ル ・エ ージ ェ ン ト間の最善 契約の結 論一工 一
ジェン トの努力水準が観察可能で最善契約が締結
可能 な状況下ではsリ スク中立的なプ リンシパル
が リスク回避 的なエージェ ントの所得変動 リス ク
を全て負担す る,す なわち,報 酬支払 を状態 に関
わ らず一定 とす る(SI=の のが最 善契約であ る一
と変わ りない。
しか し,企 業が勤労者の所得変動 リス クをすべ
て負担す る とい うSr=Shな る契約 が最善 となる場
合 であ って も,そ の結 果が もつ含意 は,Knight
流不確実性が有る場合 と無い場合 とで,大 きく異
なる。
Knight流 不確実性 が存在 しない状況 下,つ ま
り,不 確実性 が リス クにの み帰 着で きる場 合 に
は,勤 労者の所得変動 リ次 クを消滅 させ る(s,=Sh)
のがパ レー ト最適 な最善契約 となるのは,企 業が
リスク中立的である場合 に限 られる。つ まり,企
業が少 しで もリスク回避的であれば,勤 労者は リ
ス ク回避的である とはいえ,多 少な りとも企業の
利得変動 リスクを分担(シ ェァ)す る,す なわ ち
Sl<Shとするのがパ レー ト最適 となる。
ところが,勤 労者の側 にKnight流 の不確 実性
が存在する場合 には,様 相が一変す る。勤労者 に
Knight流 の不確 実性 が存在 す る場 合(ε>0)は,
仮 に そ の選 好 がvon-Neumann=Morgenstern型
の期待効用関数の意味で リスク中立的であったと
しても,ま た企業が リスク回避 的であった として
も,リ スク中立的な勤労者のKnight流 の不確実
性 を リス ク回避 的 な企業 が負担 する ことが,パ
レー ト最適な最善契約 となるケースが存在するの
であ る。 これは,(9)に おける企業が リスク中立
的である場 合のSI=Shに 於 け る限界代 替率 が,正
の幅 をもった区間内に入っているために,多 少企
業の リスク回避度が上昇 して も,(9)が 成立 し続
けるか らである。
これは,企 業が少 しで もリスク回避的であれば
勤 労 者 も リス ク を負 担 す べ き とす る 通 常 の
(Knight流 不確実性の無い)リ スクシェア リング契
約の含意 と大 きく異 な り,厚 生経済学的な観点か







内点解 としての最善契約 企業が リスク中立的,
あるいは企業の リス ク回避度が比較的低 い場合 に
は最善契約 は端点解 となるが,企 業の リスク回避
度が高 くなると,最 善契約は内点解 とな り,S1〈Sh
とい う性質 を満 たす(Sr>$hな る範囲に最適解は存在
しない。補論1を 参照)。 その契約が満 たす1階 条
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G(蜘 一∫のa(11)
(1一 ε)U'(s,,)
た だ し,λ はIR制 約 へ の ラ グ ラ ンジ ュ乗 数 で,
最 大 化 の 目的関 数Gが 報 酬 支 払 の減 少 関 数 で あ
る こ と と制 約 条 件 の 範 囲 か ら,正 の 値 を と る。
(10)か らわか る とお り,勤 労 者 はKnight流 の不
確 実 性 に直 面 して最 悪 の状 況 が悪 くな る こ とにつ
い て強 い 限界不 効用 を感 じるた め,共 同利 得 の最
大化 を図 る企業 の側 もrが 生 起 した場 合 の 賃 金5t
を下 げ る イ ンセ ン テ ィヴ は,Knight流 不 確 実 性
の無 い場 合 に比 べ て弱 い0
5Knight流 不確実性の下での次善契約
前節 で,勤 労者 にKnight流 不確 実性 があ るも
ののその努 力水 準aが 観察可能 であ る場 合,企
業が自 らの リスク回避 を超 えて勤労者の不確実性
を解消することが最善契約 とな り得 ることが示 さ
れた。 この ように,勤 労者の側のKnight流 不確
実性 は,賃 金の成果に対する弾力性 を,最 低賃金
を上昇 させ る形で低下させる。
この基本 的な性質は,勤 労者の努力水準が私 的
情報 となる場合 の次善 契約 につ いて もあては ま
る。す なわち,勤 労者の努力水準が私的情報 とな
る場合,勤 労者の努力供給のインセ ンテ ィヴを引
き出す ために賃金契約は賃金を成果xの 値に正相
関させた インセ ンティヴ契約 となるが,勤 労者 の
Knight流 不確 実性 の影響で,イ ンセ ンテ ィヴ契
約 における賃金の成果に対する弾力性 は,最 善契
約の場合 と同様,低 下す る。
努力水準 が勤労者 の私 的情報(隠 れた行動:Hid-
denAction)で 観察 ・立証不能 の場合,企 業 は契
約 の中にaを 指定 して もそれ を強制す るこ とが
で きない。aは 契約の外 で,賃 金支払い契約(Sl,
の を所与 とした勤労者の私 的な意思決定 の結 果
として決 まる。 そ こで,次 善契 約は,IR制 約 の
他 に,以 下の誘因整合性 条件(lncentiveCompati-





一(1一 ε)グ(α)[び(Sの 一U(∫ ∂]-V'(の=o(12>
これ よ り,企 業 は勤 労者 か ら正 の努 力水 準 を引 き
出す た め に は,SI<$hと い う契 約 を示 す 必 要 が あ
る。 企 業 が(4)をIR制 約(5)お よ びIC制 約(12)
の 下 で 最 大 化 した も の が 次 善 契 約 とな る。Sl<Sh
















とな る。 こ こ で,μ はIC制 約 に 関す る ラ グ ラ ン
ジ ュ乗 数 で あ る。Holmstrom(1979)は 努 力 と成
果 の確 率 分布 の問 に尤 度比 単調 増加 が 成 立す る場
合 は μ の符 号 が正 で あ る こ と を証 明 して い る。
本 論 文 に お い て も〆 〈0よ り尤 度 比 単 調 増 加 の
ケ ー一ス に相 当 す る が,Knight流 不 確 実 性(ε>0)
あ る た め,Holmstromの 証 明 は そ の ま まの 形 で
は あて は ま らない 。 しか し依 然 と して μ>0で あ
る こ とが容 易 に証 明可 能 であ る(補 論2参 照)。 そ
こ で,(13)と(14)か ら,Knight流 不 確 実 性 が
存 在 す る場 合(ε>0の 場合)の イ ンセ ンテ ィ ヴ契
約 は,存 在 しない場 合 の それ に比 べ,低 い成 果 が
出 た場合 の賃金 下 落が 緩 い(s、 が比較的大 きい)も
の に な る。
5.1数 値例
以下,企 業 と勤労者 の効用 関数を特定化 して計





1-a,a∈[0,1)と す る 。 こ の よ う な 効 用 関 数 に つ
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い て,Knight流 不 確 実 性 に 直 面 す る 勤 労 者 が




以 下の表 は,上 記の効用 関数 につ いて,κ,=2,κ 、
=4 ,勤 労者 の他 の就業 機会 か ら得 られ る効 用u
を1と した場合 についての次善契約 の解である。
不確実性 の増大(ε の増加)に 伴 い,次 善契約 に
於 ける勤労者の所得変動 は小 さくなる。
また,IC条 件 に対 するラグラ ンジュ乗 数 μの値
は,不 確実性の増大 と共 に,上 昇 している。 これ
は,不 確実性の上昇 に件い,報 酬の下限Srを 企業
はある程度上昇 させ ることで勤労者 を契約 につな
ぎとめる必要があるものの,そ の ような報酬の下
限の上昇は,同 時 に勤労者の側 にモラルハザー ド
が発生す る素 因に もなるため,IC制 約 が よ りき
つ くなることを示 している。
ε Sr ∫距 a λ μ
a.00 0.88411 2.2167 0.19641 2.0960 0.17317
0.01 0.88723 2.2124 0.19419 2.0957 0.17655
0.02 0.89030 2.2082 0.1997 2.0954 0.17993
0.03 0.89330 2.2040 0.18976 2.0950 0.18331
0.04 0.89624 2.1999 0.18757 2.0947 0.18670
0.05 0.89910 2.1958 0.18539 2.0943 0.19009
0.1 0.91429 2.1759 0.17462 2.0920 0.2070
6状 態がn個 の要素か らなる場合
以 上 の議論 は,状 態 が2個 の場 合 に限 らず,有
限 の η個 の 要 素 か ら な る場 合 に拡 張 で き る。生
起 しう る状 態 に は1,2,_,%と い う η種 類 が あ り
(集合Il,2,_刎 をSと お く),そ れ ぞ れ の 状 態 に
対 応 した 成 果 は そ れ ぞ れ 灘1,∬2,_,論 ∈R+で 苅
くxz<…<飾 であ る。
状 態 づの生起 す る確 率 の企 業 の主 観 的 分 布 は,
勤労 者 の 努力 水準a∈[0,1)の 関 数 」「,(a)




企業 は勤 労者 がaの 努力 を供給 した際 の,状
態iの 生起 確率 がr,(a)で あ ると確信 してい る
が,勤 労者 はその確信 を(1一 ε)の 度合 いで し
か 抱 けず,残 りの εの度 合 い につ い て,関 数
1「r(a)で描けるような確率分布 を含め,努 力水準
aを 所 与 と した確率 分布 と して可 測 空 間(s,
Σ)上 のあ りとあ らゆる分布 を想定 しなが ら,不
確 実 回避 的に利得 を評価す る。その想 定の 中に
は,当 然,努 力の追加 が高い成果の生起確率の上
昇に全 く寄与 しなか った り,逆 に下落に寄与する










の解であ り,aが 勤労者 の私的情報である場合の















これ らの2つ の最 適化 問 題 は,い ず れ もIR条
件 にminが 存 在 し,し か もそ れが 操 作 変 数&相
互 の相 対 的 なminで あ る ため,1階 条 件 の導 出 に
つ い て は 若 干 の 注 意 を 要 す る(詳 細 は補 論1参
照)が,最 善 契約 と次 善 契約 につ い て,以 下 が成
立す る。
命題1最 善 契約,次 善契 約 の いず れ も,i=1を
含 むSの 部 分 集 合lrvin,そ の 補 集 合C,man≡S＼lmin
に つ い て,∀ ノ∈、min,㊦=S,∀Z∈C,man,3、>Sは2
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つ い て 単 調 増 加,と い う 性 質 を 有 す る 。 甥 ∈s
で,∀ ノ≦ 規,ノ ∈Imin,∀i>m,i∈Cminaと な る 閾
値 と し て のmが 存 在 す る 。
つ まり,最 善契約 にせ よ次善契約 にせ よ,最 適解
としての条件に適 う報酬支払契約 としては,す べ
ての状態について一定の報酬 を支払 うような契約
か,あ る閾値m∈5以 下のすべ ての状態 につい
ては成果の多寡 に拘わ らず一定の最低賃金を支払
い,〃zを 超 えた状態が生起 した場合 にはその最
低賃金 を超 える賃金 を,成 果の多寡 に応 じて支払
う,と い う契約 かの,い ずれかである。 この結論





























最適 な報酬支払額 を画 し,こ れ らか ら直 ちに命題
が導かれる。条件(22)が 最適な努力水準が満 た
すべ き条件である。条件(20)は,企 業がlminの
各要素 に条件づけ られた報酬支払Sを 単独 で改変
した り,ま たはIminの 複数の部分集合 につ いて一・
斉 に改善 ・改悪す るイ ンセ ンテ ィヴをもたないた
めに必要な条件である。企業が リスク中立的であ
る場 合 は,Gノ が定 数 とな るか ら,1伽=s,つ
ま り,成 果の多寡に関わ らず一・定の報酬を支払 う
とい う,企 業 による勤労者の所得変動 リスクの完
全負担が,(19)か ら(21)ま での条件 と整合 的
な契約 となる。

















お よび前出(20)で ある。μ は誘因整合性条件 に
関す るラグラ ンジュ乗数 であ る。 このuの 符号
につ いて,以 下が成立す る。
補 題1ｵ>0で あ る。
証明 補論2参 照。
Holmstrom(1979)は,ナ イ ト流 不 確 実 性 の 無
い,連 続 分布 につ いて の通 常 の期待 効 用最 大 化 問
題 につ いて,μ の符 号 が正 で あ る こ との証 明 を与
え て い る。本 論 説 の 場 合 に お い て は,ε 一
contaminationの 存在 に よっ て,Holmstromの 証
明 が そ の ま ま の 形 で は 適 用 で き な い が,ε 一
contaminationが 存在 して もな お μ の符 号 が 正 と
な る こ とが 証 明 可 能 で あ る(補 論2)。 した が っ
て,条 件(23)と(24),お よ び尤 度 比 単 調 増 加
の仮 定 か ら,た だ ち に命題 の 結論 が得 られ る3。
(19)お よ び(23)そ れ ぞ れ の 右 辺 に 於 け る
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項 ・・知 存在 か ら渤 労者 が 一t・min・ti・n
の意味でのナイ ト流不確実性 に直面 している場合
は,そ の分,支 払報酬の下 限を上昇 させ ることが
望 まし く,そ の基本 的な性質は,最 善契約,次 善
契約の双方について成立す ることがわか る。次善
契約は,勤 労者のモラルハザー ドを防止 しなけれ
ばならない という制約か ら,報 酬支払額の成果の
多寡に対する弾力性 を高めた もの となるが,そ の
場合で も,報 酬の下限 を上昇 させて勤労者 のナイ
ト流不確実性 を緩和することがパ レー ト改善 とな
るという性質 は維持 される。
7結 語
勤労者(エ ージェン ト)の 確率的シ ョックの分
布 についての確 信度 が εの度合 いだけ侵食 され
ている場合(勤 労者がナイ ト流不確実性 に直面 し
ている場合),パ レー ト最適 な最 善契約 は,あ る
場合 に於 いては端点解の性質 をもち,企 業(プ リ
ンシパル)が たとえ リスク回避 的であって も,勤
労者の所得変動 リスクお よび不確実性 を全 て解消
す るような契約が最善契約 とな り得 る。 これは,
通常の リスクシェア リングの文脈 とは本質的に異
な る。更 に,エ ー ジェ ン トの努力 が私的情 報 と
なってエージェン トにモラルハザー ドが発生 しう
る状況下での次善契約 も,ナ イ ト流不確実性が存
在 しない場合 に比べて,賃 金の変動が小 さくなる
ような ものになる。
ナイ ト流不確実性の下にある勤労者は,努 力 と
成果 の問の確率分布が尤度比単調増加の性質を も
つ ことに疑念 を抱 く結果,努 力の限界便益がナイ
ト流不確実性 の無い場合に比べて低い。
そこで,$hとSrの 差 を拡大す ることは最適 ではな
くな る。両 者 の乖 離 は εの増 大 と共 に縮 小 す
る。確率分布が漠然 としかわか らない状況下に置
かれ る勤労者 は,最 悪の事態 について より敏感 と
なる。そこで,Slが 上昇す るこ との限界便益 は,
ε、の上昇のそれ よりも大 き くなるのである。そ し
て,比 較的低い成果 しか得 られなかった場合の報
酬の下限を高めることがパ レー ト改善 となる。
この ような報酬の下限の上昇 は,努 力水準が勤
労者の私的情報の場合には,勤 労者の側にモラル
ハザー ドを生み出す原因 となるが,モ ラルハザー
ドの危険があった として も,ナ イ ト流不確実性 の
緩和 がパ レー ト改善 となるという,最 善契約 に於
ける基本的な性質は,次 善契約 において も維持 さ
れ る。
この論 説 の分析 は,プ リ ンシパ ル(企 業)と
エージェン ト(勤 労者)の 問の,個 別の1対1の
契約 に限定 されているが,分 析 を団体交渉やチー
ム契約 に拡張することも可能であろう。 また,企
業の側に も不確実性 がある場合 や,ε の値 の観察
可能性,そ れが観察不能 な場合 にスクリーニ ング
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補論1状 態集合がn個 の要素 からなる場合の,最 善契約 ・次善契約の1階 条件
最善契約の1階 条件
ま ず,勤 労 者 の 側 のMaxmin期 待 効 用 の 全 微 分 は,




で あ る。 こ こで注意 を要す るの は,ブ ∈ 玩nが 複数 の要素 か ら成 る場 合,そ れ らのds;の うち の最小 値 の み
が,∫ の 最 小値(下 限)Sの 変化 に寄 与 す る,と い う こ とであ る。 そ こで,ブ ∈1隔〃、な るノの一 部 につ い て
だ けSを 改 善 して も,ノ ∈ 玩 、aなるノのす べ て につ い て改 善 しない 限 り,rninσ(s∂ の 改善 に な らない一 方
で,下 限Sの 下方 へ の 変化 につ いて は,ノ ∈玩nな るノの一 部 につ い て改 悪 した だ け で,minσ(∫ ノ)の 改 悪
とな りうる。
また,2∈cmiazな る2に つい て の変分dsiも ∫の最 小値 に影 響 を及 ぼ し うるが,i∈ ∫あ、な るす べ て の2に
つ い て εガ〉∫で あ る の で,微 小 な契約 の 変更 の イ ンセ ンテ ィヴの 有 無 を議論 す る限 り,考 慮 の対 象 外 と し
て 除外 して差 し支 えない 。
一方
,企 業 の期待 効 用 の全 微分 は
dEGe一 Σo'(κ ゴーS1)1「i(a)ds;+ΣG(κrs∂ τ1(α)磁
～∈sご ∈s
となる。
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(ds,,ds2,_4s,,da)T
T
(1-・)・(び(・1)ハ ・σ(唖 ・…・び ㈲ 几 ・黒 σ(砿(α)∴ ≦a))
「
(G'(xl-S1)ハ(α)・ … 「 σ(x-s)几(α)愚G(蕩 一 以(α))
(Tは 転 置 を 表 す)。 ま た,(n+1)次 元 単 位 ベ ク ト ルe;∈Imiyt)を,ejの 各 要 素 の う ち,第 ノ要 素 の み
1,他 の 要 素 は 全 て0の 値 を と る も の と し て 定 義 す る 。 ま た,dの う ち,第k要 素(た だ しk∈Imin)が,
ds;,ノ∈ 玩nの 中 の 最 小 値 と な っ て い る よ う な ベ ク トル を,特 にdkと 表 す 。
こ れ ら を 用 い て,dEU=(f+ε び(s)ek)Tdkと 表 せ る 。
実 は,
4Eσ ε(_(f+ε びr(S)ek)-dk)≧0
⇒(f+ε σ'(S)ej)Tdk)≧0,∀ ノ∈ ∫脚、(28)
であ る。 なぜ な ら,
(f+ε ひ(S)ej)Tdk
=(f+ε σ'(S)ek)Tdk一 εσ 「(S)e
kdk+ε びP(S)e∫dk
=dEUE+ε び(S)(4∫ ノーdsの
で あ る が,仮 定 よ り最 右 辺 第1項 は非 負,ま た第2項 も,ds;,dskがdkの 要 素 で あ る こ とか らdkの 定 義
上,非 負 であ るか らで あ る。
そ こ で,dkの う ち,IR制 約d-EUE≧0を 満 た す も の の 集 合 をD立 と し,一 方 で(f+ε び(s)e;)Td≧0を
満 た すdの 集 合 をXと お く と,D藍 ⊂X;∀k,bj∈1傭,と な る こ と が 言 え る か ら,D*⊂(∩7∈ 伽 。Xj)が 成 立 す
る 。
一 方
,∩jElnsitaXjの 要 素 た るdの う ち,第 ♂要 素 が 最 小 値 で あ る よ う な ベ ク トルdlを 考 え る(1∈1「min)。
d1∈ ∩ノ・傭,、X、は 当 然dユ ∈X1を 含 意 す る か ら,(f+ε ひ(s)e、)Td豆 ≧0,す な わ ちAEU・ ≧0で あ る 。 こ れ
は 任 意 の1∈IminGこ つ い て 成 立 す る 。 よ っ て,D*⊃(∩jEhaziza】 獅
以 上 あ わ せ て,結 局,'
補題2
D*e(∩ ノ∈∫麟Xj)
つ ま り,IR制 約 を満 たす変 分dの 集 合 は ,凸 錘(∩ 、.伽tXjに 一致 し,そ の境 界 は(f+ε び(se;)σ ∈∫励2)
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(た だ し,aノ ≧o,か つ,あ る 々∈ln2ir,に つ い て,ak>0)
とな る。 これ は,λ ≡Σノ鴫…の と定義 す る と
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9-一 λ(f+ε び(S)Σ θ,ej)




と書 き表す こ とが で きる。 これが,条 件(19)～(22)で あ る。
次善契約の1階 条件
努 力 水 準aが 勤 労 者 の 私 的 情 報 の 場 合,aは 報 酬 圖 を 所 与 と し た 勤 労 者 の 効 用 最 大 化 に よ っ て 決 定 す る
の で,IC制 約(18)が 恒 等 的 に 成 立 し,dEUc=(f2+ε び(s)e;)Tdj,ノ ∈ ム、",(た だ し,f2は,fの う ち の
第(n+1)要 素 を0に お い た も の)と な る 。 ま た,変 分dはIC制 約 を も 満 た さ な け れ ば な ら な い の で,
mTd-0(た だ しm≡((1ε)び(S1)1「1(a),…,(1一 ε)び(Sの ∫「・;(a)・(1一 ε)Σ ・・∫U(∫ ∂1一1(a)レr"(a))7)
を 満 た さ な け れ ば な ら な い 。
前 節 と 同 様 の 理 由 に よ り,d-EUE≧0を 満 た す す べ て のdjに つ い て(f2+ε び(S)ek)Td」 ≧0,》,∀k∈!11,',Z
も 成 立 す る た め,f2に つ い てdEUE≧0を 満 た すdの 集 合 をD**と お き,あ る ノ∈lmiuに つ い て
(f2+ε び(s)e;)Td≧0と な るdの 集 合 を 驚 と お く と,D**=∩ ノ・偏Xゴ*で あ る 。
以 上 よ り,次 善 契 約 のKuhn-Tucker条 件 は,9=一{λ(f2+ε σ'(の Σ,・鰍 θノej)+μm}で あ る 。 こ れ
が,(20),(23)～(25>で あ る 。
補 論2=補 題1(μ>0)の 証 明







が 成 立 す る 。(20),(23),(24)よ り,
(1一 ε)(λ+μ タ1)≦((29)の 左 辺)2f




そ こ で,も し{∫∂ が 次 善 契 約 で あ る な ら ば,S,=S(つ ま りi∈ ∫齢)で あ る に せ よS、>S(つ ま り
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i∈ICI71111で あ る に せ よ,
0語 詩) -max{0綜) ・(・一・)(λ+μ 会)}(3・)
が成立す る。
μ≦・を仮 定 す る・す る と,尤 度騨 調 士曽加 の膿 か ら,(1・)(畑 会)は 夢F増加 列 と な る・
σ(x;‐s) σ(蛎 一∫ゴ)は強 減少 列 で あ るか ら
,(30)と あ わせ て, は非 増加 列 とな る。U(s) び(s∂
確 率 分 布 関 数 の 性 質 よ り,且.3君 一〇で あ る。 更 に,尤 度 比 単 調 増 加 の 仮 定 よ り,
di<_1,1「1≦0,∀i>1!,7>0な る閾値rが 必 ず存 在 す る。 集合{1,2,..,1}を ∫一,s＼1一を1+と お く。









となる ものが 必 ず存 在す る。
σ(κrsの
…ノ1と なる よ うな数列{∫丹 を考 え る。この よ うな ノ1につ い て, び(
∫の





ΣG(x一 ∫の1「1(a)≦ ΣG(渇 ∫∂ぢ(a)
z∈sa∈S






ところで,エ0ジ ェン トの努力水準の私的選択が2階 条件 を満たすためには,(25)の 左辺の目 内が負
である必要がある。更に,今,μ ≦0を 仮定 しているので,(25)お よび2階 条件 と整合 的なのは,
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で あ る。 明 らか に(33)
Σ0(κrs∂1「 、'(a)Q
i=S
と(34)は 矛盾 す る。 よって,u>0で あ る。
(34)
注
1中 身 が見えない 二つの箱1と2に つ いて,1に は赤 玉 と白
玉 が50個 ず つ 入 って い る こ とが あ らか じめ わ か って い る
が,2に は赤玉 と白ボが合計100個 人 ってい る ことがわ か っ
てい る ものの,そ の構 成比が わか らな い,と い う状況 に直面
してい る個人 に とって,「1か ら赤 を取 り出す」 とい う賭 け
(1赤)と 「1か ら白 を取 り出す」(1白)と い う賭 け は無 差
別,(2赤)と(2白)が 無差別 で,(1赤)な い し(1自)を
(2赤)な い し(2自)よ りも好 む,と いう選好順序 は もっ と
も らしい選好順序 であ るに もかかわ らず,そ れ を単 一の確率
分布 に基づ く期待効 用関数 で記 述す るこ とは不可能 であ る。
2こ の ような設定 の妥当性 について は議 論の余地が ある(た
とえばAumann(1990))。 また,勤 労者が 戦略的 に 自分 の ナ







で あ る が,右 辺 第1項 は 非 負,μ>0で あ る の で,仮 に あ る
ブ∈ ム恥 ゴ∈rnri,に つ い て ブ>iが 成L.11.する とす る と,尤 度 比
単 調 増 加 の 仮 定 よ り,右 辺 は 強 い 意 味 で 正 で あ る 。 しか し,
Sが 報 酬Sの 最 小 値 で あ る とい う仮 定 よ り,左 辺 が 正 で あ る
た め に はx;〈X、(ノ 〈i)で な け れ ば な らず,当 初 の 仮 定 ブ〉 ゴ
と 矛 盾 す る 。 よ っ て,(23),(24)と 整 合 的 な の は,
bj∈ ム,陥W∈2(7117(17'!〈ゴの ケ ー ス の み で あ る。 よ っ て,∫ 品1が
非 空 で あ れ ば,∫ 。,。,とCiniirの境 界 と な る 閾 値mが 存 在 す
る 。
ま た,(24)に 於 い て,Z∈IY7111な る ガに つ い て,尤 度 比 単 調
増 加 と μ>0の 仮 定 に 加 えS,>Si:tを 仮 定 す る と,
Xi+1-x、(}と な り,矛 盾 が 生 じ る 。 よ っ て,1∈cnro,な る ゴ
につ い て は,報 酬S,は 成 果 の 強 増 加 関 数 と な る。
4ナ イ ト流 不 確 実 性 の 下 で の エ ー ジ ェ ン シー 問 題 を分 析 し た
研 究 に は,本 論 説 の 他 に もGhirardato(1994)が あ る 。 こ れ
は 本 論 説 と 同 様,単 一・の プ リ ン シ パ ル(P)と 単 一 の エ ー
ジ ェ ン ト(A)の 問の 個 別 の 契 約 の分 析 で あ るが,P,A,双
方 と も 同 一 の 非 加 法 的 確 率 測 度 に よ るChoquet積 分 で 利 得
を 評 価 す る(P,A,双 方 と も不 確 実 性 に 直 面 し て い る)と
い う定 式 化 で 分 析 を行 な っ て い る。 そ して,興 味 深 い 数 値 例
と して,エ ー ジ ェ ン トが 取 り う る行 動(努 力)が2種 類,そ
の 結 果 が 成 功 ・失 敗 の2種 類,と い う 場 合 に つ い て,「 失
敗 」 とい う結 果 に,よ り高 い 報 酬 を 支 払 う よ う な 契 約 が,次
蒜 の イ ン セ ンテ ィ ヴ契 約 とな る,と い う例 が 示 され て い る 。
この 数値 例 は,そ こで用 い られて い る非加 法 的測 度 が,
エー ジェ ン トの努 力 によっ てP,A,双 方 にとって の不確 実
性 が ドが る(測 度が,加 法的 なもの に近づ く)と 同時 に 「失
敗」の確 率が一ヒ昇す る,と い う性 質 をもつ こ とに依存 してい
る。
これ に対 し,本 論説 の分析 は,不 確実性 がエー ジェ ン トの
努力か らは完全 に独 立であ り(エ ー ジェ ン トは努力 に よって
も不確 実性 のパ ラ メー タ εを ドげ るこ とが で きない),不 確
実性 に直面 して いるのはエ ージェ ン トの側 のみ,と い う状況
を対象 とした ものである。 また,本 論説 は,エ ー ジェ ン トの
努力水準(行 動)の 集合が有 限集合で はな く,コ ンパ ク ト集
合で あ り,結 果が集 合 も多数 に及ぶ場合 についての,イ ンセ
ンテ ィヴ契約の性 質 を具体 的に論 じた ものであ る。
